


































計画を策定し、既存事業の充実や新たな取組に有効活用することとしたこと（法第55条の 2 第 5 
項、第 6 項及び第 9 項）」［厚生労働省2017年①］とされ、2017（平成29）年 3 月31日に終了する
社会福祉法人の会計年度に係る決算分からその算定が開始されてきたところである1。 
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三要件とは異なる財務規律とする方向性が示された2。 
 




 以降この考え方の枠組みを基本に具体的な法律の改正条文等（社会福祉法第55条の 2 第 1 項及
び社会福祉法施行規則第 6 条の14）へとつながっていく。 
 ところで、厚生労働省の示した余裕財産の明確化のための控除対象財産については、「社会福祉
法に基づく事業に活用する不動産等」、「再生産に必要な財産」、「必要な運転資金」が含まれている
が、何故この 3 つなのか、この 3 つで十分なのかについては、十分な説明がされていない。 
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4  運転資金については、法人設立とともに整備される施設／事業に係る運転資金については、基本的に開設時
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 この算定式を展開すると以下のようになる。 
 
社会福祉充実残額 ＝ Ⓐ活用可能な財産 
            －Ⓑ①社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等 
            －Ⓑ②再取得に必要な財産 
            －Ⓑ③必要な運転資金 
         ＝ 資産－負債－基本金-国庫補助金等特別積立金 
            －（固定資産－対応負債－対応基本金－対応国庫補助金等特別積立金） 
            －Ⓑ②再取得に必要な財産 
            －年間事業活動支出の 3 ヶ月分 
         ＝ 純資産＋対応負債－固定資産－年間事業活動支出の 3 ヶ月分 
            －Ⓑ②再取得に必要な財産 
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 換言すると、次のような場合においては図表 4 で示す算定式は使われないということである。 
















 厚生労働省の算定式においては、控除対象財産の算定に当たって 5 つの算定特例が設定されて
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図表８ 厚生労働省の算定式における算定特例等 
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（2017（平成29）年 6 月に所轄庁に登録した分）で客体数は19,637。 
 
（２）試算結果の考察 
 図表 9 を考察するといくつかの特徴が析出される。 
 まず 1 点目は図中の45度線上に多くのサンプルがプロットされていること。これは所轄庁に提
出した充実残額の値と特例不適用で算定した充実残額の値とが同じとなっている客体である。換言
すると特例の適用とならなかった客体が相当数存在している。 
 第 2 点目は図中の45度線を境にしてその上方に多くのサンプルが分布していることである。こ
れら45度線より上にあるサンプルは所轄庁に登録した充実残額の値より特例不適用の値の方が大
きいものである。特例計算が充実残額算定に際して圧縮効果を有していることが理解される。 
 第 3 点目は図中の45度線より下に分布するサンプルは少数ながら一定数存在しており、それら
社会福祉充実残額の発生傾向に関する研究 
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